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　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を

　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、

　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。
　　　　　　　　

　（単位：千円）

平成22年度平成22年度平成22年度平成22年度 平成23年度平成23年度平成23年度平成23年度 平成24年度平成24年度平成24年度平成24年度 平成25年度平成25年度平成25年度平成25年度 平成26年度平成26年度平成26年度平成26年度
697,454 585,208 628,998 563,763 676,519

697,454 585,208 628,998 563,763 676,519
17,158,777 17,556,827 17,715,261 18,002,137 17,957,687

－－－－ －－－－ －－－－ －－－－ －－－－
(4.06%)(4.06%)(4.06%)(4.06%) (3.33%)(3.33%)(3.33%)(3.33%) (3.55%)(3.55%)(3.55%)(3.55%) (3.13%)(3.13%)(3.13%)(3.13%) (3.76%)(3.76%)(3.76%)(3.76%)

平成22年度平成22年度平成22年度平成22年度 平成23年度平成23年度平成23年度平成23年度 平成24年度平成24年度平成24年度平成24年度 平成25年度平成25年度平成25年度平成25年度 平成26年度平成26年度平成26年度平成26年度
59,257 32,590 32,804 47,361 74,855
49,812 49,730 65,891 92,378 86,804
11,076 14,995 10,304 10,017 12,839

957 2,406 7,362 ▲ 3,345 ▲ 2,166
0 - - - -
- - - 0 0

介護保険特別会計（保険事業勘定）

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）

合　　計　（１）合　　計　（１）合　　計　（１）合　　計　（１）

会計名(公営事業会計：除く公営企業）会計名(公営事業会計：除く公営企業）会計名(公営事業会計：除く公営企業）会計名(公営事業会計：除く公営企業）
国民健康保険特別会計

実
質
赤
字
比
率
の
算
定
範
囲

連
結
実
質

大野城市

一一一一
般般般般
会会会会
計計計計
等等等等

一般会計一般会計一般会計一般会計

一般会計一般会計一般会計一般会計
等に属す等に属す等に属す等に属す
る特別会る特別会る特別会る特別会
計計計計

後期高齢者医療特別会計

会　計　名会　計　名会　計　名会　計　名
実質収支額実質収支額実質収支額実質収支額

標準財政規模標準財政規模標準財政規模標準財政規模

（黒字の比率（％））（黒字の比率（％））（黒字の比率（％））（黒字の比率（％））

実質赤字比率（％）実質赤字比率（％）実質赤字比率（％）実質赤字比率（％）

老人保健特別会計

筑紫地区介護認定審査会事業特別会計

一般会計等以一般会計等以一般会計等以一般会計等以
外の特別会計外の特別会計外の特別会計外の特別会計
のうち公営企のうち公営企のうち公営企のうち公営企
業に係る特別業に係る特別業に係る特別業に係る特別
会計以外の会会計以外の会会計以外の会会計以外の会
計計計計

◎◎◎◎ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移

平成22年度平成22年度平成22年度平成22年度 平成23年度平成23年度平成23年度平成23年度 平成24年度平成24年度平成24年度平成24年度 平成25年度平成25年度平成25年度平成25年度 平成26年度平成26年度平成26年度平成26年度
2,550,845 2,718,908 2,765,777 2,720,356 2,569,364
580,155 627,691 672,478 649,623 754,017

3,949,556 4,031,528 4,183,614 4,080,153 4,172,232
17,158,777 17,556,827 17,715,261 18,002,137 17,957,687

－－－－ －－－－ －－－－ －－－－ －－－－
(23.01%)(23.01%)(23.01%)(23.01%) (22.96%)(22.96%)(22.96%)(22.96%) (23.61%)(23.61%)(23.61%)(23.61%) (22.66%)(22.66%)(22.66%)(22.66%) (23.23%)(23.23%)(23.23%)(23.23%)

　○用語解説　○用語解説　○用語解説　○用語解説

・一般会計等：地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模：標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・実質赤字額：当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額であり、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額
・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の

資金不足・剰余額資金不足・剰余額資金不足・剰余額資金不足・剰余額

資
金
不
足
比
率
の
算
定
範
囲
（

会
計
別
）

連結実質赤字比率（％）連結実質赤字比率（％）連結実質赤字比率（％）連結実質赤字比率（％）

質
赤
字
比
率
の
算
定
範
囲

会計名（公営企業会計）会計名（公営企業会計）会計名（公営企業会計）会計名（公営企業会計）
水道事業会計

下水道事業会計

宅地造成宅地造成宅地造成宅地造成
事業事業事業事業

法法法法
適適適適
用用用用
企企企企
業業業業

宅地造成宅地造成宅地造成宅地造成
事業以外事業以外事業以外事業以外

（黒字の比率（％））（黒字の比率（％））（黒字の比率（％））（黒字の比率（％））

法法法法
非非非非
適適適適
用用用用
企企企企
業業業業

宅地造成宅地造成宅地造成宅地造成
事業以外事業以外事業以外事業以外

標準財政規模標準財政規模標準財政規模標準財政規模
合　　計　（２）合　　計　（２）合　　計　（２）合　　計　（２）

宅地造成宅地造成宅地造成宅地造成
事業事業事業事業

　額を控除した額、法非適用企業の場合：基本的に一般会計等の実質赤字額と同様に算定した額）

・公営企業：地方公共団体が経営する企業（地方公営企業法が適用される法適用企業とそれ以外の法非適用企業に分類）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。　　指標ともいえます。　　指標ともいえます。　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。　　より算定します。　　より算定します。　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH26決算数値の場合）　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH26決算数値の場合）　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH26決算数値の場合）　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH26決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

6.87996295

3.61355668

9.1% 8.0%

平成25年度

2,877,918
3.61355668%3.61355668%3.61355668%3.61355668%

6.1%6.1%6.1%6.1%

平成24年度 平成26年度

8.0%8.0%8.0%8.0%

＝
544,916

15,079,769
＝

3,422,834

17,957,687

9.1%9.1%9.1%9.1%

＝

大野城市

平成22年度

10.2%10.2%10.2%10.2%

平成23年度

9.9%9.9%9.9%9.9%
実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率

＝

H26決算単年度
の実質公債費

の比率 2,877,918

－－－－

平成26年度の
実質公債費比

率

－－－－

(H24単年度の実質公債費比率)

(H25単年度の実質公債費比率)

(H26単年度の実質公債費比率)

8.02752774

6.1%6.1%6.1%6.1%18.52104738  / ３ ＝

◎◎◎◎ 実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳○　「元利償還金等(a)」の内訳○　「元利償還金等(a)」の内訳○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 1.0 5.9 ▲ 4.9 ▲ 13.9

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 2.8 ▲ 39.7 9.1 2.5

⑤組合等負担等額 ▲ 67.7 ▲ 6.7 ▲ 1.5 6.1

⑥債務負担行為 ▲ 0.1 2.2 ▲ 11.6 3.8

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 0.1 ▲ 3.5 ▲ 3.3 ▲ 11.1

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳○　「算入公債費等の額(b)」の内訳○　「算入公債費等の額(b)」の内訳○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 6.7 4.5 5.0 9.0

公債費算入（準元利） ▲ 0.7 12.4 0.0 0.0

事業費補正（元利） 1.4 0.5 ▲ 0.3 ▲ 3.2

事業費補正（準元利） ▲ 2.5 ▲ 1.2 ▲ 4.1 ▲ 1.9

密度補正（元利） 1.7 1.6 1.4 0.7

密度補正（準元利） ▲ 21.2 ▲ 12.9 ▲ 27.4 ▲ 29.4

算入公債費等の額(b) 2.2 1.7 0.8 2.6

◎　一般会計等の負担額（分子）◎　一般会計等の負担額（分子）◎　一般会計等の負担額（分子）◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の負
担額

▲ 4.3 ▲ 13.7 ▲ 12.8 ▲ 47.9

H26決算H26決算H26決算H26決算

2,760,6162,760,6162,760,6162,760,616

0000

H26決算H26決算H26決算H26決算

776,966776,966776,966776,966

0000

3,422,8343,422,8343,422,8343,422,834

0000

562,091562,091562,091562,091

27,18327,18327,18327,183

72,94472,94472,94472,944

544,916544,916544,916544,916

H26決算

1,353,2691,353,2691,353,2691,353,269
5,8005,8005,8005,800

1,241,412

5,800

43,99943,99943,99943,999
2,5312,5312,5312,531

2,877,9182,877,9182,877,9182,877,918

1,181,9491,059,418

856,856

H23決算

1,130,861

0

4,125,3554,125,3554,125,3554,125,355

1,389,1501,389,1501,389,1501,389,150

3,185,271

H25決算H24決算H23決算

1,045,6071,045,6071,045,6071,045,607

0

H22決算 H23決算 H24決算 H25決算

3,205,5673,372,102

0 0

3,152,989

0

0 0 0

26,010 25,60986,195 27,876

811,689 834,413 502,861 548,455

H25決算

79,497 70,255

3,849,8863,849,8863,849,8863,849,8863,980,4703,980,4703,980,4703,980,470

0 0 0 0

706,393

7,202 5,673 4,941 3,587

825,684 791,706835,822

1,198,7981,198,7981,198,7981,198,798

43,672

2,804,2792,804,2792,804,2792,804,279

720,231

4,128,7504,128,7504,128,7504,128,750

77,877 77,795

718,102716,301

H24決算

5,159 5,800

H22決算

41,677 42,389 43,067

695,353695,353695,353695,353

H22決算

1,452,0071,452,0071,452,0071,452,007

2,676,7432,676,7432,676,7432,676,743 2,736,2052,736,2052,736,2052,736,205 2,781,6722,781,6722,781,6722,781,672

5,197
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9.1% 8.0%

大野城市
◎◎◎◎ 実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳○　「標準財政規模(c)」の内訳○　「標準財政規模(c)」の内訳○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 5.1 ▲ 1.4 2.7 1.7

普通交付税額 0.1 8.6 ▲ 4.7 ▲ 5.4

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 13.7 6.6 5.3 ▲ 6.8

標準財政規模(c) 2.3 0.9 1.6 ▲ 0.2

算入公債費等の額(b) 2.2 1.7 0.8 2.6

◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 2.3 0.8 1.8 ▲ 0.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 6.5 ▲ 14.4 ▲ 14.3 ▲ 47.5

○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ

H25決算

2,781,6722,781,6722,781,6722,781,672

2,811,5742,811,5742,811,5742,811,574

1,640,711

H25決算

2,804,2792,804,2792,804,2792,804,279

17,957,68717,957,68717,957,68717,957,687

H26決算H26決算H26決算H26決算

1,728,443

H26決算

1,610,3711,610,3711,610,3711,610,371

2,877,9182,877,9182,877,9182,877,918

H23決算

1,539,488

9.373088399.373088399.373088399.37308839

14,933,58914,933,58914,933,58914,933,589

H24決算

2,736,2052,736,2052,736,2052,736,205

17,556,82717,556,82717,556,82717,556,827

H24決算

6.879962956.879962956.879962956.87996295 3.613556683.613556683.613556683.61355668

H24決算 H25決算 H26決算

8.027527748.027527748.027527748.02752774

14,482,03414,482,03414,482,03414,482,034

H22決算

17,158,77717,158,77717,158,77717,158,777

15,197,85815,197,85815,197,85815,197,858

17,715,26117,715,26117,715,26117,715,261

13,535,74213,535,74213,535,74213,535,742

15,079,76915,079,76915,079,76915,079,76914,820,62214,820,62214,820,62214,820,622

1,784,460

2,676,7432,676,7432,676,7432,676,743

単年度の実質公単年度の実質公単年度の実質公単年度の実質公
債費の比率債費の比率債費の比率債費の比率

18,002,13718,002,13718,002,13718,002,137

12,956,919

3,117,631

13,303,032

2,970,662

H22決算 H23決算

10.0262642710.0262642710.0262642710.02626427

H22決算

12,504,897

2,869,420

H23決算

13,146,231

2,871,108

4,129 4,129 4,129 4,129 4,125 4,125 4,125 4,125 
3,980 3,980 3,980 3,980 

3,850 3,850 3,850 3,850 

3,423 3,423 3,423 3,423 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

百万円

元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

1,4521,4521,4521,452

1,3891,3891,3891,389

1,1991,1991,1991,199

1,0461,0461,0461,046

15%

20%

25%

1,000

1,200

1,400

1,600

百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

○用語解説○用語解説○用語解説○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

H22決算 H23決算 H24決算 H25決算 H26決算

①元利償還金 ②積立不足額

③満期一括償還債 ④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ⑥債務負担行為

⑦一時借入金

545545545545

10.2%10.2%10.2%10.2% 9.9%9.9%9.9%9.9%
9.1%9.1%9.1%9.1%

8.0%8.0%8.0%8.0%

6.1%6.1%6.1%6.1%

10.0%10.0%10.0%10.0% 9.4%9.4%9.4%9.4%

8.0%8.0%8.0%8.0%

6.9%6.9%6.9%6.9%

3.6%3.6%3.6%3.6%

0%

5%

10%

15%

0

200

400

600

800

H22決算 H23決算 H24決算 H25決算 H26決算

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。　　を示す指標ともいえます。　　を示す指標ともいえます。　　を示す指標ともいえます。
　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成26年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）　　・平成26年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）　　・平成26年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）　　・平成26年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。　　する上で有益です。　　する上で有益です。　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

＝

－－－－

----

平成23年度

－－－－

＝
31,345,320 －－－－

－－－－

平成26年度
将来負担比率

2,877,918
＝

▲ 24,026,544

15,079,76917,957,687

55,371,864

大野城市

－－－－

平成24年度

－－－－ －－－－

平成25年度

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率
平成26年度平成22年度

◎◎◎◎ 将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移

○　「将来負担額(A)」の内訳○　「将来負担額(A)」の内訳○　「将来負担額(A)」の内訳○　「将来負担額(A)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①地方債の現在高 ▲ 3.5 ▲ 8.7 ▲ 3.8 ▲ 2.8

②債務負担行為 11.9 54.4 ▲ 73.0 16.9 ###

③公営企業債等繰入見込額 ▲ 13.1 ▲ 19.6 ▲ 16.1 ▲ 16.8 ###

④組合等負担等見込額 49.9 ▲ 22.6 9.7 130.8 ###

⑤退職手当負担見込額 0.0 18.8 ▲ 5.2 ▲ 18.0 ###

⑥負担見込額〔地方道路公社〕 ###

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ###

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ###

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額 ###

⑪組合等連結実質赤字額

将来負担額(A) ▲ 4.2 ▲ 8.6 ▲ 8.4 ▲ 1.9

○　充当可能財源等(B)○　充当可能財源等(B)○　充当可能財源等(B)○　充当可能財源等(B) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

充当可能基金 1.5 0.0 ▲ 3.0 0.9

特定歳入〔都市計画税以外〕 ▲ 7.4 15.5 ▲ 31.1 ▲ 21.5

特定歳入〔都市計画税〕 ▲ 6.5 ▲ 5.0 ▲ 6.4 ▲ 5.4

交付税算入見込額 ▲ 0.4 ▲ 4.6 6.0 6.3

充当可能財源等(B) ▲ 0.8 ▲ 2.9 0.7 2.9

◎　実質的な将来負債額（分子）◎　実質的な将来負債額（分子）◎　実質的な将来負債額（分子）◎　実質的な将来負債額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕 増減率 増減率 増減率 増減率

実質的な将来負債額

894,537

2,345,966

H26決算

22,409,64422,409,64422,409,64422,409,644

5,339,158

347,042

H24決算 H25決算

23,963,555

405,792405,792405,792405,792

30,843,788

H25決算

0

0 0

53,828,70653,828,70653,828,70653,828,706

4,441,5804,441,5804,441,5804,441,580

1,283,472

6,365,380

23,049,695

H26決算

981,260

0000

H25決算

31,941,01731,941,01731,941,01731,941,017

0

0

▲ 24,026,544▲ 24,026,544▲ 24,026,544▲ 24,026,544

34,852,91034,852,91034,852,91034,852,910

53,443,34053,443,34053,443,34053,443,340

H24決算

990,1381,438,006

0

55,371,86455,371,86455,371,86455,371,864

15,766,895

6,227,885

0000

0000

0

0

0

0

0

6,654,515

16,252,430

0

00

39,772,79339,772,79339,772,79339,772,793

H22決算

7,917,042

H23決算

26,236,30127,173,881

831,476743,006

9,110,868

1,974,116

0

1,974,203

0

770,835 1,155,375

0

0

0

▲ 16,897,378▲ 16,897,378▲ 16,897,378▲ 16,897,378▲ 15,693,599▲ 15,693,599▲ 15,693,599▲ 15,693,599

H22決算

38,114,31038,114,31038,114,31038,114,310

1,344,013

7,490,266

H22決算 H24決算

16,249,668

1,244,500

29,101,151

▲ 18,590,430▲ 18,590,430▲ 18,590,430▲ 18,590,430 ▲ 21,887,689▲ 21,887,689▲ 21,887,689▲ 21,887,689

30,508,282

H23決算

55,466,39255,466,39255,466,39255,466,392

16,005,728

30,626,385

H23決算

7,006,476

55,011,68855,011,68855,011,68855,011,688

00

0000

1,823,1391,823,1391,823,1391,823,139

0

2,223,862

0

0

32,787,70532,787,70532,787,70532,787,705

5,890,6945,890,6945,890,6945,890,694

15,916,34615,916,34615,916,34615,916,346

777,119777,119777,119777,119

H26決算

2,265,1652,265,1652,265,1652,265,165

0000

0000

31,345,32031,345,32031,345,32031,345,320



18 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大野城市
◎◎◎◎ 将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準財政規模（C） 2.3 0.9 1.6 ▲ 0.2

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の算入公債費等の額(D) 2.2 1.7 0.8 2.6

◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の規模 2.3 0.8 1.8 ▲ 0.8

○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ

H26決算

17,957,68717,957,68717,957,68717,957,687

H25決算

17,715,261

2,676,743

14,482,03414,482,03414,482,03414,482,034

H22決算 H23決算

14,820,62214,820,62214,820,62214,820,622

17,158,777 17,556,827

H23決算H22決算 H24決算

2,736,205

18,002,137

2,781,672 2,804,279

14,933,58914,933,58914,933,58914,933,589 15,197,85815,197,85815,197,85815,197,858 15,079,76915,079,76915,079,76915,079,769

H24決算 H26決算H25決算

2,877,9182,877,9182,877,9182,877,918

39,773 39,773 39,773 39,773 
38,114 38,114 38,114 38,114 

34,853 34,853 34,853 34,853 
31,941 31,941 31,941 31,941 31,345 31,345 31,345 31,345 
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百万円 将来負担額（A）の総額及び内訳

①地方債の現在高 ②債務負担行為

③公営企業債等繰入見込額 ④組合等負担等見込額

⑤退職手当負担見込額 ⑥負担見込額〔地方道路公社〕

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕

⑨負担見込額〔地方独法〕 ⑩連結実質赤字額

⑪組合等連結実質赤字額

実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率

55,466 55,466 55,466 55,466 55,012 55,012 55,012 55,012 
53,443 53,443 53,443 53,443 53,829 53,829 53,829 53,829 55,372 55,372 55,372 55,372 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

H22決算 H23決算 H24決算 H25決算 H26決算

百万円 充当可能財源等（B）の総額及び内訳

交付税算入見込額

特定歳入〔都市計画税〕

特定歳入〔都市計画税以外〕

充当可能基金

○用語解説○用語解説○用語解説○用語解説

・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出
　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが

　　必要と見込まれる額

・④組合等負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と

　　見込まれる額

・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に

　　おいて実質的に負担することが見込まれる額

・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

　　： 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額やその者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・

　 　経営状況を勘案して一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合等連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

▲▲▲▲ 15,69415,69415,69415,694
▲▲▲▲ 16,89716,89716,89716,897

▲▲▲▲ 18,59018,59018,59018,590

▲▲▲▲ 21,88821,88821,88821,888
▲▲▲▲ 24,02724,02724,02724,027
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実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率

実質的な将来負債額（分子） 比較する財政の規模（分母） 将来負担比率


